
1

ティー・ロウ・プライス 米国オールキャップ株式ファンド
追加型投信／海外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客さまの資産が当初の投資元
本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

■運用実績の推移

■騰落率（％） ■分配金実績（１万口当たり、税引き前）

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬等（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。

※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。

※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

基準価額 15,210円

純資産総額 1,514.9億円

設定日 2022年11月28日

信託期間 原則として無期限

決算日 毎年5月15日（休業日の場合は翌営業日）
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期間 ファンド

1ヵ月 4.17

3ヵ月 20.52

6ヵ月 26.22

1年 55.47

3年 -

設定来 52.10

分配金

第１期 2023/5/15 0円

0円

決算期

累計

作成基準日　2024年3月29日

お客さま用資料（月報）
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投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客さまの資産が当初の投資元
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ティー・ロウ・プライス 米国オールキャップ株式マザーファンドの状況

■資産配分 ■国・地域別配分（上位5ヵ国） ■セクター配分

※構成比はすべて対純資産総額の比率です。

※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類によります。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従います。

 GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。

※現金他には、キャッシュのほか未収・未払金等を含んでおり、マイナスとなる場合もあります。

■組入上位10銘柄

※構成比はすべて対純資産総額の比率です。

※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類によります。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従います。

 GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。

※当該銘柄の売買を推奨するものではありません。

株式等 98.2%

現金他 1.8%

合計 100.0%

米国

91.0%

台湾

1.1%

ノルウェー

0.9%

シンガポール

0.7%

カナダ

0.7% その他

3.9%

現金他

1.8%

28.0%

14.4%

11.8%

10.9%

10.8%

9.8%

6.9%

2.8%

2.3%

0.3%

0.3%

1.8%

情報技術

金融

ヘルスケア

資本財・サービス

一般消費財・サービス

コミュニケーション サービス

エネルギー

素材

生活必需品

公益事業

不動産

現金他

銘柄名 セクター 国・地域 構成比

1 マイクロソフト 情報技術 米国 7.2%

2 エヌビディア 情報技術 米国 5.1%

3 アマゾン・ドット・コム 一般消費財・サービス 米国 4.4%

4 アップル 情報技術 米国 4.4%

5 メタ・プラットフォームズ コミュニケーション サービス 米国 3.1%

6 ビザ 金融 米国 3.1%

7 アルファベット コミュニケーション サービス 米国 2.2%

8 ウーバー テクノロジーズ 資本財・サービス 米国 2.2%

9 ホーム デポ 一般消費財・サービス 米国 1.9%

10 ネットフリックス コミュニケーション サービス 米国 1.8%

（組入銘柄数：96銘柄)

作成基準日　2024年3月29日

お客さま用資料（月報）
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運用担当者のコメント

■市場概況

3月の米国株式市場（S&P500指数、米ドルベース）は続伸しました。インフレ減速ペースの鈍化にもかかわらず、年内の利下げ見通
しが維持されたことが相場を押し上げました。

月前半は、パウエル米連邦準備制度理事会（FRB）議長が議会証言で年内の利下げ開始に言及したことが好材料視された一方、
2月の雇用者の増加数や消費者物価指数（CPI）の上昇率が市場予想を上回ったことを受け、利下げ開始時期が遅れることへの警
戒感から上値の重い株価推移となりました。しかし、月後半に開催された米連邦公開市場委員会（FOMC）で発表された金利・経
済見通しで、出席者の多くが依然として年内３回の利下げを見込んでいることが明らかになったことが投資家心理の改善につながり、株
式市場は月末にかけて上昇の勢いを取り戻しました。そして、足元の米国経済の堅調さを反映して幅広い銘柄に投資家の資金が向か
い、S&P500指数やダウ平均株価は月末に史上最高値を更新しました。

S&P500指数の業種（世界産業分類基準に基づく11セクター）別のパフォーマンス（トータルリターンベース）では、原油価格の上昇
を受けた「エネルギー」に加えて、「公益事業」や「素材」など1-2月に劣後したセクターへの資金流入が顕著で、相対上位となりました。一
方、同様に1-2月に劣後した「不動産」は、金利高止まりや商業用不動産市況のさらなる悪化への警戒感などから引き続き投資家の
選好が低迷し、相対下位となったほか、「一般消費財・サービス」や「情報技術」といった2月まで株価上昇をけん引した大型テクノロジー
の所属セクターも、当月は騰勢一服となりました。また、時価総額別では、大型株（ラッセル1000指数）、小型株（ラッセル2000指
数）が共に上昇したものの、やや小型株優位の展開となりました。

■運用概況

3月のファンドの騰落率は、+4.17%となりました。

組入銘柄では、グラフィック半導体大手のエヌビディア、検索大手グーグルの親会社のアルファベット、総合エネルギー企業のエクソン・モー
ビルが主なプラス寄与銘柄となりました。エヌビディアは人工知能（AI）の稼働に不可欠な先端半導体の需要が引き続き旺盛だったこと、
アルファベットは生成AIの「ジェミニ」をアップル社のiPhone向けに提供する可能性があるとの報道が出たこと、エクソン・モービルは、産油
国の減産継続による供給不足懸念と米国などでの需要拡大期待によって原油価格が上昇したことで、それぞれ株価が上昇しました。

一方で、iPhoneなどを提供するアップル、動物向けヘルスケア企業のゾエティスの組み入れなどがマイナスに寄与しました。アップルは、中
国市場でiPhoneのシェアが低下したことや、米司法省が日本の独占禁止法にあたる反トラスト法違反の疑いで同社を提訴したこと、ゾ
エティスは、欧州の規制当局が他社による競合薬の開発を妨害したとして、同社に対する調査を開始したとの報道が嫌気され、株価が
下落しました。当ファンドでは、アップルについては、革新性のある製品やサービスを生み出す力は衰えておらず、業界内で最高水準のリ
ソースと技術力、それらを収益に結びつける力も健在だと評価しており、株価の調整もかなり魅力的な水準にまで及んだと判断し、当月、
組み入れを増やしました。ゾエティスについては、犬用の慢性疼痛治療薬「リブレラ」の成長を期待してきたものの、今回の当局による調査
を受けて、新薬の開発スケジュールに不透明感が高まったことから、月中に組み入れを終了し、他の銘柄の組み入れ原資に充当しました。

■今後の見通し

「大統領選挙の年に下手に株価を押し下げるようなことはしたくない」と、FRBがハト派姿勢を貫いていることが現在の米国の株高の最大
の原動力であり、今年は利下げの有無にかかわらず、株式市場はこのまま堅調さを維持する可能性が高いとみています。一方で、そのし
わ寄せが2025年に表面化し、利下げではなく利上げが必要になるような事態も想定しながらポートフォリオを運営しています。

このため、2024年は後半に向かうにしたがって銘柄選択が株式投資のカギとなる様相が強まると考えており、(a)潤沢な資金で新たな油
田の開発を継続できるエネルギー企業、(b)AI分野における「勝ち組」企業、(c)質が高く、環境変化への耐性が強いと考えられる保険
コンサルティング、決済サービス、インターネット・プラットフォーム、リゾートホテル経営などの個別企業への注目を続けています。

今後も、グローバルに展開する調査チームからの知見を活用し、中小型株式を含む米国の幅広い投資機会の中から、「企業の質」、
「業績予想の乖離」、「トレンドの変化」、「バリュエーション」の“4本の柱”に基づいて投資先を選び出すことにより、世界で起きている様々
な変化に柔軟に対応可能なポートフォリオの構築・維持をめざします。

作成基準日　2024年3月29日

お客さま用資料（月報）
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作成基準日　2024年3月29日
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その他の留意点

収益分配金に関する留意点

作成基準日　2024年3月29日

お客さま用資料（月報）

◼ ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

◼ 投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの設定・解約等に伴う売買等が生じた場合などには、ファンドの基準価
額に影響を及ぼす場合があります。

◼ ファンドに大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や、主要投資対象市場において市場環境が
急変した場合等に、一時的に流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で保有有価証券等を取引できないリスク、取引
量が限られて保有有価証券等の売却が困難となるリスクがあります。これにより、基準価額が下落する可能性や、換金のお申込
みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。

◼ 分配金は、預貯金の利息とは異なり投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準
価額は下がります。

◼ 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合が
あります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

◼ 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
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作成基準日　2024年3月29日

お客さま用資料（月報）
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当資料は、ティー ロウ プライス・ジャパン株式会社が作成したお客さま用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあ
りません。
投資信託は、値動きのある有価証券等を対象としているため、投資元本を割り込み損失が生じることがあります。
ご購入の際は販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずお受け取りのうえ、内容をよく読み、ご自身
でご判断ください。
投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。ま
た、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、
投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング オフ）の適用はありません。
当資料に記載の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるい
は保証するものではありません。
個別銘柄につき、売買を推奨するものではありません。 
当資料内で表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではあり
ません。
当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。
世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（「MSCI」）およびマグロウヒル・カンパ
ニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサービスマークであり、ティー・ロウ・プライスにライセ
ンス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分
類（またはその利用から得られた結果）について明示的にも暗示的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当
事者は、当該基準や分類のいずれについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の目的適合性について、いか
なる保証からも明示的に免責されます。前述の内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編集
もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその他のいかなる損
害（逸失利益を含む）について、その発生可能性が通知されていたとしても、いかなる責任も負いません。

当資料のご利用にあたっての注意事項

販売会社一覧

お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

作成基準日　2024年3月29日

お客さま用資料（月報）

※○印は加入を意味します。

商号等 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

金融先物取引

業協会

一般社団法人

第二種金融商

品取引業協会

○

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第６号 ○ ○ ○

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第34号 ○ ○ ○

委託会社、その他関係法人

委託会社 受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社

販売会社 販売会社一覧をご覧ください。

ティー ロウ プライス・ジャパン株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3043号
加入協会： 一般社団法人 日本投資顧問業協会

 一般社団法人 投資信託協会
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